
東京都 渋谷区
名 称

東京都パートナーシップ宣誓制度 渋谷区パートナシップ証明

根 拠

東京都オリンピック憲章にうたわれる
人権尊重の理念の実現を目指す条例

渋谷区男女平等及び多様性を尊重する
社会を推進する条例

対 象

①渋谷区に居住し、かつ住民登録があること
②18歳以上であること
③配偶者がいないこと及び相手方当事者

以外のパートナーがいないこと
④近親者でないこと

※戸籍上の性別が同じ二者間の社会生活にお
ける関係

①二人ともにパートナーシップ関係にある
と宣誓したこと＊

②二人ともに成年であること、配者者・
パートナーがいないこと、近親関係にな
いこと

③双方又はいずれか一人が都内在住、
（３カ月以内の転入予定を含む）在勤、
在学であること。

＊双方いずれか一方が性的マイノリティ（LGBT
等）であり、互いを人生のパートナーとして、
双方の人権を尊重し、日常の生活において継続
的に協力しあうことを約した二人

申請方法

①ひな形・手引きをダウンロード
②公正証書作成
（合意契約・任意後見契約）

③申請（＠渋谷区役所住民戸籍課窓口）
④審査（＠総務課男女平等・ダイバーシティ推進主査）
④交付（＠渋谷区役所住民戸籍課窓口）
（申請から交付まで約1週間）

①要件を満たしていることの確認書類を
準備する（例：戸籍謄本、住民票等）

②オンラインシステムに必要事項を入力
し、必要書類を添付し、宣誓・届け出
を行う。

③都での確認後、オンラインで交付され
る。（届出後、交付まで約10日）

東京都、渋谷区パートナーシップ証明書制度の比較

開始日

令和4年11月1日（受付は10月11日開始） 平成27年11月5日（受付は10月28日開始）

その他の手続など

パートナー関係を解消した場合、転居、転
職又は卒業等により双方が要件を満たさな
くなった場合は届け出が必要
（いずれの手続きも、どちらか一方からの
届出で可）

①パートナー関係を解消した場合、当事者
の一方又は双方が渋谷区から転出したと
きや死亡したときは、証明書の返還の届
出を行い、証明書を返還すること

②区長は証明書を不正に利用したことが分
かったときは、当該証明を取り消し、証
明書を返還しなければならない

費 用

数千円程度（戸籍謄本・住民票取得費用）
15,000～70,000円程度 ※最大50,000円の助成有
（戸籍謄本・住民票・公正証書作成費用）


